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 （単位：千円）

 

当 期 純 利 益 564,956

税 引 前 当 期 純 利 益 815,909

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 250,752

法 人 税 等 調 整 額 200 250,952

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 47,908

固 定 資 産 除 却 損 225 48,134

工 事 負 担 金 等 受 入 額 47,908 47,908

経 常 利 益 816,135

特 別 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 58,461

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 1,000 59,461

受 取 利 息 0

そ の 他 0 0

減 価 償 却 費 722,434 924,403

鉄 道 事 業 営 業 利 益 875,596

営 業 外 収 益

鉄 道 事 業 営 業 費

一 般 管 理 費 37,947

諸 税 164,021

科                  目 金                                   額

鉄 道 事 業 営 業 収 益

鉄 道 線 路 使 用 料 収 入 1,800,000 1,800,000

資   産   合   計 26,052,553 負 債 ・純 資 産 合 計 26,052,553

損 益 計 算 書

（
自 2022 年 4 月 1 日

）至 2023 年 3 月 31 日

繰 越 利 益 剰 余 金 2,881,459

純　資　産　合　計 16,909,759

繰 延 税 金 資 産 19,956 資 本 金 14,028,300

利 益 剰 余 金 2,881,459

投 資 そ の 他 の 資 産 50,375 （ 純 資 産 の 部 ）

長 期 前 払 費 用 30,418 株 主 資 本 16,909,759

有 形 固 定 資 産 25,404,779 長 期 借 入 金 7,732,570

無 形 固 定 資 産 387,937 負  債  合  計 9,142,793

固 定 資 産 25,843,092

鉄 道 事 業 固 定 資 産 25,792,717 固 定 負 債 7,732,570

賞 与 引 当 金 848

未 払 費 用 10,917

預 り 金 146

そ の 他 の 流 動 資 産 0 未 払 消 費 税 等 29,903

未 払 法 人 税 等 168,603

現 金 及 び 預 金 207,734 短 期 借 入 金 1,198,080

未 収 金 1,726 未 払 金 1,725

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 209,460 流 動 負 債 1,410,223

貸 借 対 照 表
（ 2023 年 3 月 31 日 現 在 ）

科                  目 金          額 科                  目 金          額



  

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）　固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

定額法によっております。なお、鉄道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっております。

イ 無形固定資産

定額法によっております。

（２）　工事負担金等の処理

当社は鉄道業における地下鉄道新線建設工事を行うに当たり、国土交通省等より工事費の一部として工事負担金等を

　受けております。

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して

　計上しております。

なお、損益計算書においては、工事負担金等相当額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減

　額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

（３）　収益及び費用の計上基準

当社は第二種鉄道事業者に鉄道施設を貸与しており、鉄道線路使用料収入は、その発生期間に収益を認識しておりま

　す。

（４）　引当金の計上基準

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

２　 貸借対照表に関する注記

（１）　担保に供している資産及び担保に係る債務

ア 担保資産及びその金額

鉄道事業固定資産のうち、土地 621,736千円、建物 3,106,311千円、構築物 21,568,353千円、

　機械設備 31,939千円、工具・器具・備品 0千円、地上権 374,620千円　　計 25,702,962千円

イ 担保に係る債務 

短期借入金     　675,780千円

長期借入金 　 1,185,520千円

　　　　  　計　　1,861,300千円

（２）　有形固定資産の減価償却累計額  17,866,218千円

（３）　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 24,207,360千円

（４）　関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 1,725千円

３　 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

　繰延税金資産 （単位：千円）

賞与引当金

未払事業税

資産計上消費税

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

　繰延税金負債

　繰延税金資産の純額 19,956

2,499

19,956

－

19,956

－

（ 自 2022 年 4 月 1 日 ）至 2023 年 3 月 31 日

303

17,153

個 別 注 記 表



４　 関連当事者との取引に関する注記 　　（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

※1　資金の借入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

※2　鉄道線路使用料は、当社及び第二種鉄道事業者との間で締結した協定で定め、国土交通大臣の認可を受けております。

５　 1株当たり情報に関する注記

（１）  1株当たり純資産額　　60,270円16銭

（２）  1株当たり当期純利益　 2,013円63銭

６　 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ －
主要株主

(その他の関係会社)

名古屋鉄道
株式会社

 被所有
  　直接21.11％

鉄道施設の
　賃貸

鉄道線路使用料収入※2 900,000

鉄道施設の
　賃貸

鉄道線路使用料収入※2 900,000 － －

 短期借入金 15,600

 長期借入金 1,834,400

 未払費用 214

 長期借入金 2,395,900

 未払費用 8

主要株主 名古屋市
被所有
　  直接23.42％

資金の借入 利息の支払※1 4,605

科　　目 期末残高

主要株主 愛  知  県
 被所有
 　 直接34.37％

資金の借入 利息の支払※1 2,657

 短期借入金 149,700

属　　性 名　　称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額


